モデル退職金規程　Ａ

〔生命保険積立源資〕

　　　　　　　　

○本規程の特徴

　　　　　　　　　・生保積立金により、能力・業績重視型の退職金制度を策定する。　　

株式会社　○　○　○　○


退職金支給規程

（目　的）

第１条　　この規程は、就業規則第○条に基づき、従業員が退職または死亡したときの退職金に関する事項を定めたものである。

（受給資格者）

第４条　　退職金は、勤続３年を超える常用社員が退職または死亡したときに支給する。

（退職金の計算）

第５条　退職金は、勤務期間中の能力・業績を反映させるため、以下に定めるポイント方式により計算する。

①　退職金の算定方法　

　　　　　　　退職金支給額　＝　{Σ(ポイント数×年度毎の単価) }×支給事由係数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊千円未満切上げ

　　　　②　ポイント数

	評価
	　Ｓ
	　Ａ
	　Ｂ
	　Ｃ
	　Ｄ

	5等級
	20
	　17
	　15
	　14
	　12

	4等級
	15
	　13
	　12
	11
	　10

	3等級
	12
	　11
	　10
	　 9
	　 8

	2等級
	　10
	　 9
	　 8
	　 7
	　 6

	1等級
	　 8
	　 7
	　 6
	5
	　 4


　　　　③　単価

　　　　　　　ポイント1点あたりの基準単価を20,000円とし、年度毎の会社業績により当該年度の労使協議会により決定するものとする。

　　　　④　事由別係数

　　　　　　　定年及び会社都合・・・　1.0

　　　　　　　死　亡・・・・・・・・　0.9

　　　　　　　自己都合・・・・・・・　0.8

⑤　ポイントの算定期間

　　　　　　　ポイント算定期間は、年度毎の総合評価ＳからＤにより、入社の翌会計年度から退職の前年度までとする。

（減額支給または不支給）
第6条　次の各号の一に該当する場合は、退職金を減額または支給しないことがある。
　　　　①　就業規則第○○条により、懲戒解雇または論旨解雇されたとき
　　　　②　不法行為により退職するとき
　　　　③　退職後、支給日までの間において懲戒処分に相当する事由が発見されたとき
（退職金の支払方法）
第7条　　退職金は、原則として一括払いとする。ただし、退職金を受け取る者の同意を得て分割払いすることがある。

（徴税）

第8条　　退職金は所得税法および地方税法に基づき課税する。

（譲渡及び担保の禁止）

第9条　退職金を受ける権利を第三者に譲渡し、または担保に供してはならない。

（死亡退職の場合の支給順位）

第10条　社員が死亡した場合の退職金の支給順位は次の通りとし、死亡当時生計を同じくしていた者とする。ただし、遺言によって退職金の受取人の指定がある場合は、これに従う。

①配偶者　②子　③父母　④孫　⑤祖父母　⑥兄弟姉妹

（退職金の支給日）
第11条　退職金は、原則として退職日より１ヶ月以内に支給するものとする。
（生命保険契約の締結）

第12条　会社は、退職金の支払源資を確保するため、保険会社と生命保険契約を締結する。

（規程の改正）

第13条　この規程の改廃には、労働組合または従業員の過半数を代表する者との同意を要する。

付　則

　本規程は平成○年○月○日より実施する。

〔作成:こうの経営人事事務所02.11〕








